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国土利用計画法の体系

目 的

国 土 利 用 計 画

土地取引の規制に関する措置

遊 休 土 地 に 関 す る 措 置

土
地
利
用
基
本
計
画

五地域区分

①都市地域

②農業地域

③森林地域

④自然公園地域

⑤自然保全地域

土地利用の調整等に関する事項

個
別
規
制
法

都市計画法
（施設の整備、建築・開発行為の規制等）

農振法（農地転用の規制等）

森林法（保安林、林地開発行為の規制等）

自然公園法（開発行為の規制等）

自然環境保全法
（開発行為の規制等）

総合調整

土 地 利 用 基 本 計 画

基本とする
全 国 計 画 市町村計画都道府県計画

国土の利用に関する基本構想、国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標等について定める。

個別規制法に基づく計画・規制を総合調整。具体の開発等は個別規制法を通じ規制。

国土利用計画の策定、土地利用基本計画の策定、土地取引の規制に関する措置その他土地利用を調整するための措置を講ずる
ことにより、国土形成計画法による措置と相まって、総合的かつ計画的な国土の利用を図る。（第１条）

（昭和４９年６月２５日公布、同年１２月２４日施行）

土地の投機的取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去し、かつ、適正かつ合理的
な土地利用の確保を図る。

3

全国（事後届出制） 注視区域（事前届出制） 監視区域（事前届出制） 規制区域（許可制）
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土地利用に関
する計画の根
拠法

・都市計画法
（昭和43年）

・農業振興地
域の整備に
関する法律
（昭和44年）

等

各個別の
観点からの
必要性に
基づいた土
地利用の
あり方を定
める

人口、産業
等の地域構
造の変遷を
受けた土地
利用形態の
広域的な大
きな変化

個別政策に
よって要請さ
れる土地利
用が土地需
給の急速な
逼迫によっ
て競合

総合的な見
地から土地
利用を調整
する仕組の
不存在

対
応
で
き
な
い

全国的な交
通・通信ネット
ワークの整備

開発への
期待が
全国へ

金融緩和に伴う土地投機の始まり

土地利用の
急速な転換

地価の異常
な高騰

【課題】：土地利用の適正化と地価の抑制

土地利用基本計画制度の趣旨

法制定（Ｓ49）以前の制度における問題点 法制定当時の土地利用の課題

国土利用計画法が制定（昭和49年）され、個別規制法に基づく諸計画を総合調整する
ための総合的な土地利用に関する計画として、新たに土地利用基本計画を創設
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国土利用計画法

国土利用計画
全国計画

都道府県計画

市町村計画

土地利用
基本計画

即
す
る

土地利用基本計画と個別規制法の関係

都市計画法都市
都市計画区域地域国土利用計画法 農業振興地域の整備に

関する法律国土利用計画 農業 農業振興地域地域全国計画
国有林森林法森林

地域 地域森林計画対象
民有林土地利用

自然都道府県計画 基本計画 自然 公園法 国立公園・国定公園
公園
地域 都道府県立自然公園市町村計画

原生自然環境
自然環境 保全地域
保全法自然

保全 自然環境保全地域
地域

都道府県
自然環境保全地域

★土地利用基本計画により、個別規制法に基づく計画・規制を総合調整。
具体の開発等は個別規制法を通じ規制。 6
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土
地
利
用
基
本
計
画

<

国
土
利
用
計
画
法>

都
市
地
域

農
業
地
域

森
林
地
域

自
然
公
園
地
域

自
然
保
全
地
域

都道府県の条例による、自然環境保全
地域の規制の範囲内での規制

地区（第19条） （原則として立入の規制） 一定の行為の制限
（第17条）

都道府県の条例による国立公園の規制
の範囲内での規制

農振計画の達成に支障を及ぼす恐れがあると認められる
開発行為への勧告・公表（第15条の4）

3,000㎡以上等の開発行為の制限
（第29条第1項）

・原則として開発行為の規制（第15条の2）
・農用地利用計画で指定された用途以外の
用途への転用の制限（農地法第4条第2項）

各種個別規制法に基づく土地利用規制の概要

市街化区域（第7条） （1,000㎡以上等の開発行為の制限（第29条第1項第1号））

都市計画区域（第5条） 市街化調整区域（第7条） （原則として開発行為の制限（第29条第1項第2号））

（都市計画法） 用途地域（第8条）
その他

その他

農用地区域（第8条第2項）
農業振興地域（第6条）

（農振法）

その他

地域森林計画対象民有林
保安林（第25条、第25条の2） （原則として開発行為の制限（第34条））

（第5条）

その他 （1haを超える開発行為の制限（第10条の2））国有林（第2条第3項）

（森林法）
特別地域（第20条）

（一定の行為の制限）国立公園・国定公園
海域公園地区（第22条）

（第5条）

（自然公園法） 普通地域（第33条） （一定の行為の届出）

特別地域（第73条）都道府県立自然公園
（第72条）

普通地域（第73条）

立入制限原生自然環境保全地域
（第14条）

その他
（自然環境保全法）

特別地区（第25条）
（一定の行為の制限）

自然環境保全地域
海域特別地区（第27条）

（第22条）

（一定の行為の届出）普通地区（第28条）

特別地区（第46条）都道府県自然環境
保全地域（第22条） 普通地区（第46条）

※ 土地利用規制が相対的に弱い地域＝計画白地地域 9
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・ 計画図：五地域（都市、農業、森林、自然公園、自然保全）を５万分の１の地形図上で記したもの

・ 計画書：土地利用の調整等に関する事項を記した文書

①土地利用の基本方向

②五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針

③土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全整備計画

土地利用基本計画の内容

五 地 域
○○県土地利用基本計画計画書（抄） 参 考 表 示

都 市 地 域
１．土地利用の基本方向
(1)県土利用の基本方向
県土全体と、地域別に記載。

(2)土地利用の原則
①都市地域

農 業 地 域市街化区域においては、・・・。
市街化調整区域においては、・・・。 農 用 地 区 域

②農業地域
森 林 地 域

２．五地域区分の重複地域における調整 国 有 林

指導方針 地 域 森 林 計 画
(1)重複地域における土地利用の優先順 対 象 民 有 林

位、土地利用の誘導の方向等 保 安 林

①都市地域（市街化区域及び用途地域
自然公園地域

以外）と農用地区域が重複する場合
特 別 地 域→農用地としての利用を優先するもの

とする。 特 別 保 護 地 区
②農業地域と自然公園地域（特別地

自然保全地域域）が重複する場合
原 生 自 然 環 境→自然公園としての保護及び利用を
保 全 地 域

優先するものとする。
特 別 地 区

(2)特に土地利用の調整が必要と認めら
れる地域の土地利用調整上留意すべき
基本的事項

10

記 号

市 街 化 区 域

市 街 化 調 整 区 域

そ の 他 都 市 地 域
における用途地域
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